
後 期 高 齢 者 医 療 保 険 特 別 会 計 予 算





議案第 ３７ 号

令和 ８ 年度　　茨城町後期高齢者医療保険特別会計予算

令和８年度茨城町の後期高齢者医療保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）
第 １ 条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ　664,176千円と定める。
２　　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

令和 ８ 年 　３ 月 　５ 日　提出

茨城町長　　小　林　　宣　夫
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歳　　入 （単位　千円）

　　　　　　　 款 　　　　　　　 項 金　　　　　　　額

 1. 保険料 480,297     

 1. 保険料 480,297     

 2. 使用料及び手数料 11     

 1. 手数料 11     

 3. 県支出金      

 1. 県補助金      

 4. 繰入金 167,180     

 1. 一般会計繰入金 167,180     

 5. 繰越金 500     

 1. 繰越金 500     

 6. 諸収入 16,188     

 1. 受託事業収入 8,966     

 2. 延滞金、加算金及び過料 30     

 3. 償還金及び還付加算金 1,238     

 4. 雑入 5,954     

 　　　 　　　　　　歳　　　　　 入　　　　　 合　　　　　 計 664,176     

第 １ 表 　 歳 入 歳 出 予 算



歳　　出 （単位　千円）

　　　　　　　 款 　　　　　　　 項 金　　　　　　　額

 1. 総務費 39,976     

 1. 総務管理費 36,507     

 2. 徴収費 3,469     

 2. 広域連合納付金 605,056     

 1. 広域連合納付金 605,056     

 3. 保健事業費 17,403     

 1. 健康診査等事業費 17,403     

 4. 諸支出金 1,241     

 1. 償還金及び還付加算金 1,240     

 2. 繰出金 1     

 5. 予備費 500     

 1. 予備費 500     

 　　　 　　　　　　歳　　　　　 出　　　　　 合　　　　　 計 664,176     
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後 期 高 齢 者 医 療 保 険 特 別 会 計 予 算

　事  項  別  明  細  書　





（歳　　出） （単位　千円）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

 1. 総務費 39,976 31,130 8,846   39,967 9 28.4 6.0 

 2. 広域連合納付金 605,056 500,447 104,609   124,259 480,797 20.9 91.1 

 3. 保健事業費 17,403 15,226 2,177   17,403  14.3 2.6 

 4. 諸支出金 1,241 1,241    1,238 3 0.2 

 5. 予備費 500 500    500  0.1 

歳    出    合    計 664,176 548,544 115,632   183,367 480,809 21.1 100.0 

増減率％ 構成比％特      定      財      源
一 般 財 源

款 本年度予算額 前年度予算額 比　　較

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

１．総　括

（歳　　入） （単位　千円）

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比　　較 増 減 率 ％ 構 成 比 ％

 1. 保険料 480,297 384,388 95,909 25.0 72.3 

 2. 使用料及び手数料 11 101 △90 △89.1 

 3. 県支出金 0 176 △176 △100.0 

 4. 繰入金 167,180 149,341 17,839 11.9 25.2 

 5. 繰越金 500 500  0.1 

 6. 諸収入 16,188 14,038 2,150 15.3 2.4 

　　　　　 歳　　入　　合　　計 664,176 548,544 115,632 21.1 100.0 

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

款
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２．歳　　入

(款)  1.保険料 (項)  1.保険料 （単位　千円）

金　　額

 1.特別徴収保険料 318,842 263,206 55,636  1.特別徴収保険料現 318,842

年度分

 2.普通徴収保険料 161,455 121,182 40,273  1.普通徴収保険料現 160,506

年度分

 2.普通徴収保険料滞 949

納繰越分

　　　 計 480,297 384,388 95,909

(款)  2.使用料及び手数料 (項)  1.手数料

 1.証明手数料 1 1  1.納付証明手数料 1

 2.督促手数料 10 100 △90  1.督促手数料 10

　　　 計 11 101 △90

(款)  3.県支出金 (項)  1.県補助金

 1.子ども・子育て支援 176 △176

事業費補助金

　　　 計 176 △176

(款)  4.繰入金 (項)  1.一般会計繰入金

 1.一般会計繰入金 167,180 149,341 17,839  1.一般会計繰入金 167,180 保険基盤安定繰入金 124,229

事務費等繰入金 42,951

　　　 計 167,180 149,341 17,839

(款)  5.繰越金 (項)  1.繰越金

 1.繰越金 500 500  1.繰越金 500 前年度繰越金 500

　　　 計 500 500

(款)  6.諸収入 (項)  1.受託事業収入

 1.受託事業収入 8,966 7,945 1,021  1.受託事業収入 8,966 健康診査受託事業収入 8,966

　　　 計 8,966 7,945 1,021

節

区　　　分
本　年　度 前　年　度 比　　較目 説　　　　　　　　明



(款)  6.諸収入 (項)  2.延滞金、加算金及び過料 （単位　千円）

金　　額

 1.延滞金 30 30  1.延滞金 30 普通徴収被保険者延滞金 30

　　　 計 30 30

(款)  6.諸収入 (項)  3.償還金及び還付加算金

 1.保険料還付金 1,198 1,198  1.保険料還付金 1,198

 2.還付加算金 40 40  1.還付加算金 40

　　　 計 1,238 1,238

(款)  6.諸収入 (項)  4.雑入

 1.雑入 5,954 4,825 1,129  1.雑入 5,954

　　　 計 5,954 4,825 1,129

目 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

説　　　　　　　　明
区　　　分
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３．歳　　出

（款）  1.総務費 （項）  1.総務管理費 （単位　千円）

一　　般

国県支出金地　方　債そ　の　他 財　　源

 1.一般管理費 36,507 27,492 9,015 36,507  2.給料 16,188

32,632  3.職員手当等 11,388 03   後期高齢者医療保険事務に要する職員給与費    32,632

 4.共済費 5,056 　02　給料 16,188

10.需用費 30 　　　　　一般職 16,188

11.役務費 2,699 　03　職員手当等 11,388

12.委託料 16 　　　　　扶養手当 156

13.使用料及び 1,130 　　　　　住居手当 336

賃借料 　　　　　通勤手当 425

　　　　　時間外勤務手当 330

　　　　　期末手当 3,842

　　　　　勤勉手当 3,221

　　　　　退職手当負担金 2,184

　　　　　派遣手当 240

　　　　　地域手当 654

　04　共済費 5,056

　　　　　共済組合負担金 4,838

　　　　　共済組合事務費負担金 46

　　　　　共済組合追加費用等負担金 172

3,875 11   一般管理費　　　　　　　　　　　　　　　     3,875

　10　需用費 30

　　01　消耗品費 30

　11　役務費 2,699

　　01　通信運搬費 2,699

　12　委託料 16

　　　　　後期高齢者医療システム機器保守管理

　　　　　委託 16

　13　使用料及び賃借料 1,130

　　　　　後期高齢者医療システム使用料 1,056

　　　　　後期高齢者医療システム機器賃借料 74

　計 36,507 27,492 9,015 36,507

説　　　　　　　　明目 本　年　度 前　年　度 比　　較 特　　定　　財　　源

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

区　分 金　　額



（款）  1.総務費 （項）  2.徴収費 （単位　千円）

一　　般

国県支出金地　方　債そ　の　他 財　　源

 1.徴収費 3,469 3,638 △169 3,460 9 10.需用費 89

3,460 9 11.役務費 1,368 11   徴収事務費　　　　　　　　　　　　　　　     3,469

12.委託料 1,892 　10　需用費 89

18.負担金補助 120 　　01　消耗品費 89

及び交付金 　11　役務費 1,368

　　01　通信運搬費 1,011

　　04　手数料 357

　12　委託料 1,892

　　　　　電算業務処理委託 1,892

　18　負担金補助及び交付金 120

　　01　負担金 120

　　　　　徴収事務負担金 120

　計 3,469 3,638 △169 3,460 9

（款）  2.広域連合納付金 （項）  1.広域連合納付金

 1.広域連合納 605,056 500,447 104,609 124,259 480,797 18.負担金補助 605,056

付金 124,259 480,797 及び交付金 11   後期高齢者医療広域連合納付金　　　　　　   605,056

　18　負担金補助及び交付金 605,056

　　01　負担金 605,056

　　　　　保険料納付金 480,827

　　　　　保険基盤安定 124,229

　計 605,056 500,447 104,609 124,259 480,797

（款）  3.保健事業費 （項）  1.健康診査等事業費

 1.健康診査等 17,403 15,226 2,177 17,403 11.役務費 1,137

事業費 15,635 12.委託料 16,266 11   健康診査経費　　　　　　　　　　　　　　    15,635

　11　役務費 1,119

　　01　通信運搬費 1,026

　　04　手数料 93

　12　委託料 14,516

　　　　　電算業務処理委託 814

　　　　　健康診査委託 13,702

1,768 12   予防検診助成費　　　　　　　　　　　　　     1,768

　11　役務費 18

　　01　通信運搬費 12

説　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　分 金　　額

目 本　年　度 前　年　度 比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節
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（款）  3.保健事業費 （項）  1.健康診査等事業費 （単位　千円）

一　　般

国県支出金地　方　債そ　の　他 財　　源

( 1健康診査等 　　04　手数料 6

事業費) 　12　委託料 1,750

　　　　　人間ドック・脳ドック委託 1,750

　計 17,403 15,226 2,177 17,403

（款）  4.諸支出金 （項）  1.償還金及び還付加算金

 1.保険料還付 1,200 1,200 1,198 2 22.償還金利子 1,200

金 1,198 2 及び割引料 11   保険料還付金　　　　　　　　　　　　　　     1,200

　22　償還金利子及び割引料 1,200

　　　　　保険料還付金 1,200

 2.還付加算金 40 40 40 22.償還金利子 40

40 及び割引料 11   還付加算金　　　　　　　　　　　　　　　        40

　22　償還金利子及び割引料 40

　　　　　保険料還付加算金 40

　計 1,240 1,240 1,238 2

（款）  4.諸支出金 （項）  2.繰出金

 1.他会計繰出 1 1 1 27.繰出金 1

金 1 11   一般会計繰出金　　　　　　　　　　　　　         1

　27　繰出金 1

　　　　　一般会計 1

　計 1 1 1

（款）  5.予備費 （項）  1.予備費

 1.予備費 500 500 500 29.予備費 500

　計 500 500 500

説　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　分 金　　額

目 本　年　度 前　年　度 比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節



１．一 般 職

（ １ ） 総　　括

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

（単位　千円）

区　　　分

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

共　済　費 合　　　計 備　　　考職 員 数
報　　　酬 給　　　料 職 員 手 当 計

　　　　（人）

本 年 度 4 16,188 11,388 27,576 4,884 32,460 

前 年 度 3 12,240 7,944 20,184 3,644 23,828 

比 較 1 3,948 3,444 7,392 1,240 8,632 

比　　 　較

前　年　度

本　年　度

区　　分

比　　　 較

前　年　度

本　年　度

宿日直手当

派 遣 手 当

職員手当
の 内 訳

区　　分 単身赴任手当

156 336 425 330 

扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 夜間勤務手当 特殊勤務手当 時間外勤務手当

18 336 65 10 

138 360 320 

地 域 手 当

3,842 3,221 2,184 240 654 

休日勤務手当
管理職特別
勤務手当

管理職手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 退職手当負担金

248 

997 841 531 240 406 

2,845 2,380 1,653 
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（ ２ ） 給料及び職員手当の増減額の明細

 地域手当の支給率増によるもの

 扶養手当

 住居手当

 通勤手当

 時間外勤務手当

 期末手当

 勤勉手当

 派遣手当

 退職手当負担金

65

千円

区　　分 増　減　額 増　 減　 事　 由　 別　 内　 訳 説　　　　　　明 備　　　考

千円

 給与改定に伴う増加分 389  給与改定率 3.09 ％

給　 　　  料 3,948  昇給に伴う増加分 41  平均昇給率 1.31 ％

職 員 手 当 3,444

 その他の増減分 3,038 18

 制度改正に伴う増減分 406 

千円

 実施時期 R7.4.1

 その他の増減分 3,518  異動退職等によるもの

336

240

10

997

841

531



（ ３ ） 給料及び職員手当の状況

ア 職員１人当たり給与 ウ 級別職員数

　

イ 初任給

区　　　　　　　　　分 行　　政　　職
区　　分

行　　　　　　政　　　　　　職

令 和 ８ 年
１ 月 １ 日
現 在

平 均 給 料 月 額 （円） 341,400 級

平 均 年 齢 （歳） 43.0 ２　　級

職員数（人） 構成比（％）

平 均 給 与 月 額 （円） 353,978 １　　級

平 均 給 与 月 額 （円） 344,300 ４　　級 1 33.3
令 和 ７ 年
１ 月 １ 日
現 在

平 均 給 料 月 額 （円） 330,967
令 和 ８ 年
１ 月 １ 日
現 在

３　　級

平 均 年 齢 （歳） 41.7 ５　　級 1 33.4

６　　級

７　　級

1 33.3

計 3 100.0

区　　　  分 行　　政　　職
国　の　制　度 １　　級

行　 政 　職

高　 校 　卒 200,300 200,300 ４　　級 1 33.3

２　　級

円　 円　
令 和 ７ 年
１ 月 １ 日
現 在

３　　級 1 33.3

６　　級

７　　級

大　 学 　卒 232,000 232,000 ５　　級 1 33.4

計 3 100.0
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（級別の基準となる職務） エ 昇給

区　分 行　　　　　政　　　　　職
区　　　　　　　　分 合計

代表的な職種

１　級
１．

２　級
１． 知識若しくは経験を必要とする業務を行う主事又は技師の職務  昇給に係る職員数 (Ｂ) (人)

主事又は技師の職務 行　 政 　職

２． 主事補又は技師補の職務

本
　
年
　
度

 職　　　　 員 　　　　数 (Ａ) (人) 4 4

4 4

号 給 数 別 内 訳

１ 号 給 (人)

４　級
１． 係長又は主査の職務 ４ 号 給 (人)

３　級
１． 主幹又は技幹の職務 ２ 号 給 (人)

３ 号 給 (人)

５ 号 給 (人)

５　級
１． 課長補佐の職務 ６ 号 給 (人)

 比　　　　　　　率 (Ｂ) / (Ａ) (％) 100.0 100.0

６　級
１． 課長又は副参事の職務

前
　
年
　
度

 職　　　　 員 　　　　数 (Ａ)

７　級
１． 部長又は参事の職務

号 給 数 別 内 訳

１ 号 給

５ 号 給

 比　　　　　　　率 (Ｂ) / (Ａ)

(人) 3 3

 昇給に係る職員数 (Ｂ) (人) 3 3

(人)

(人)

２ 号 給 (人)

(人)

６ 号 給 (人)

(％) 100.0 100.0

３ 号 給 (人)

４ 号 給



オ 期末手当、勤勉手当

4.65（2.45）

4.6（2.4）

4.65（2.45）

カ 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

キ 地域手当

ク その他の手当

前 年 度 2.3（1.2） 2.3（1.2） 有

本 年 度 2.325（1.225） 2.325（1.225） 有

区　　分
支　　給　　期　　別　　支　　給　　率 支　給　率　計

            (月分）
職制上の段階、職務の     級

等による加算措置
備　　　考

住　居　手　当 同

通　勤　手　当 同

区　　　　　分 国 の 制 度 と の 異 同 差　　　　異　　　　の　　　　内　　　　容

扶　養　手　当 同

国 の 制 度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709 定年前早期退職特例措置

支 給 率 （％） 4.0

24.586875

有

６月（月分） 12月（月分）

2.325（1.225） 2.325（1.225）

支 給 対 象 職 員 数 （人） 4

備　　　考

支 給 率 等

国 の 指 定 基 準 に 基 づ く 支 給 率 （％） 4.0

33.27075 47.709 47.709 定年前早期退職特例措置

区　　分
20年勤続の者
        （月分）

25年勤続の者
       （月分）

35年勤続の者
        （月分）

最 高 限 度
　　　　（月分）

その他の加算措置等

国の制度
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